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介護保険制度にかかわる要請書
貴職におかれましては、県民生活の安定と向上にご尽力をされていることに心から敬意を表します。
　類を見ない速さで高齢化が進む中、高齢者が生きがいをもって暮らせる生活環境の実現をするためには、安全で快適な地域環境が整い、地域でお互いが助け合い、住み慣れた地域で安心して暮らせる社会づくりを進めなければなりません。そのためにも、良質な医療供給体制の構築と地域包括ケアシステムの構築は不可欠です。これらは、市民が参画しともにつくり上げていくことも重要と考えています。
　こうした観点から、以下の点について要請しますのでよろしくお願い申し上げます。
記
１．県内自治体で構築する地域包括ケアシステムについて、どのような支援策を講じていられるのかお聞かせください。
　　併せて課題になっているものもお聞かせください。
２．予防給付事業が地域支援事業へ移行することにより市町村で地域の実情に応じてサービスの設定を行うことになります。県内市町村での推進状況をお聞かせください。
３．要支援要介護高齢者にとって地域包括支援センターや居宅介護支援事業所は、最も頼れる存在です。人材育成には今以上の努力をお願いします。
４．2015年4月に第6期介護保険事業計画がスタートしました。自治体においては3年を1期とする介護保険事業計画を策定し3年ごとに見直しをしています。
　　県内市町村自治体の策定状況についてお聞かせください。
５．昨年、名古屋高裁における認知症高齢者鉄道事故に対する配偶者の損害賠償判決は、認知症ケアにおける重い家族責任を課しました。また「行方不明高齢者問題」もマスコミ報道でクローズアップされてもいます。2018年度からすべての市町村で認知症総合支援事業が実施されることになりましたが、県内市町村での進捗状況をお聞かせください。
６．「医療介護総合確保推進法」に基づき、県では地域医療介護総合確保基金を設置し事業を推進しています。
　　①県内７老人福祉圏域における介護施設等の整備の目標が達成するようお願いします。
②「地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備」「居宅等における医療の提供」「医療従事者の確保」について、主に取り組んでいる事業をお聞かせ下さい。
　　③介護職場の厳しい労働環境に鑑み、介護従事者の確保や処遇改善の取り組み状況をお聞かせください。
